第２章
様　式　編

【様式１号】土地調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: image2.png]



　　　　　　　　　　　　　
[image: image3.jpg]"ZEeYHEZR [ —— | DNMORBOMYHOQNIETY "TH ‘RIS#HALEYHE OX) (€
ZL0BE CANRE2 T (ERME | RSHSLHMNZE—-—OMTF (©©
BEgcO¥svER (1)

&
‘2L
TR Y,
W2EB0 vV
WA 0 gV %00 50
QEEM [E B 2OO0H 1O 2OOHLO o B.LO
WOWTF ¥ BYEHT | MOOROO | 00 OO | HOOHOO | OO OO | 700 | 10001 | 00001 | MM £OO | MOOHOO
£2COF B (%) (%) %)
, " o o
mmou#| W B | 2w | W B | gy |MHREFEIRERY L
A | wmm m |EB W
VMO EHIMMINMIBT | £ B M W T WT O 6L ARZAHMS < RE
)

(HIE) BVHHPERE





備　考

⑴　起業者、土地所有者、関係人の署名は「自署」する必要がある。

⑵　手続保留がなされていない場合は、５の項目の記載を省略すること。
⑶　都市計画事業の場合は「事業の種類」を「事業の種類及び名称」と表示し、事業の種類及び名称を記載すること。

[image: image4.png]id9~ -G R=27IVEIRIEEA Xisx - Microsoft Excel = @ =

B - v@o@ =
ES25 E
AECCEFCE [[DDDDDDDDDDDDDDDDDDDA
YHRE
s
pEY
RERE2RERE
@
E5 % W
O [#F7mr =
@ |[PrEEREAED |
N /L
@ |K2k W5
@ |7 LamEEEMARE w1
® |#K
® |7rafrmraE(ABD
W W[ P125 /P126 /P125 ]| P130 /Sheet! /Sheet? ~Sheet3 Sheet3 (2) /Sheetb /Sheetf /7 W\—M—lJ





	
	備　考
	収用しようとすると土地の区域は、別紙実測平面図中Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＡの各点を順次結ぶ線内区域である。

	
	実地の状況
	収用地は、収用二郎が所有する木造２階建住宅の敷地の一部であり、同人が居住している。

	
	所有権以外の
権利者の氏名
	収用　二郎

	
	所有権以外
の権利の種
類及び内容
	土地賃借権

	
	収用しよう
とする土地
の面積(㎡)
	50.00

	
	実測地積
　　　(㎡)
	110.00

	
	地目
	宅地

	
	地番
	１番

	別　　紙
	土地の所在
	収用市
咲洲一丁目
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	土地の所在　収用市咲洲一丁目
	辺長
	○○○○○
	
	辺長
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	
	辺長
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	
	○○○○○
	
	
	
	
	○○○○年○月○日
	事務　局太郎
	

	
	　　　　Ｙ
	○○○○○
	
	　　　　Ｙ
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	倍面積（㎡）
	面積（㎡）
	地積（㎡）
	
	　　　　Ｙ
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	倍面積（㎡）
	面積（㎡）
	地積（㎡）
	
	全体実測面積（㎡）
	
	
	
	
	
	
	

	
	　　　　Ｘ
	○○○○○
	　
	　　　　Ｘ
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	
	
	
	
	　　　　Ｘ
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	測量年月日
	作成者
	

	
	標 識
	金属鋲
	
	標 識
	金属鋲
	金属鋲
	金属鋲
	金属鋲
	
	
	
	
	標 識
	金属鋲
	金属鋲
	ｺﾝｸﾘｰﾄ柱
	金属鋲
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	基準点
	１番（収用地）
	測点
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	
	
	
	１番（残地）
	測点
	Ｄ
	Ｃ
	Ｆ
	Ｅ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	Ｆ
	10.00
	Ｅ
	
	
	
	

	
	
	
	6.00
	１番（残地）
	6.00
	
	
	
	

	
	
	
	Ｄ
	10.00
	Ｃ
	
	
	
	

	
	
	
	5.00
	１番（収用地）
	5.00
	
	
	
	

	
	
	
	Ａ
	10.00
	Ｂ
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【様式２号】物件調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


備　考
⑴　起業者、土地所有者、関係人の署名は「自署」する必要がある。

　⑵　手続保留がなされていない場合は、５の項目の記載を省略すること。

⑶　都市計画事業の場合は「事業の種類」を「事業の種類及び名称」と表示し、事業の種類及び名称を記載する。

	備考
	　

	実地の状況
	収用地は、収用二郎が所有する木造２階建住宅の敷地の一部であり、同人が居住している。

	所有者以外の

権利者の氏名
	―

	所有権以外の権利の種類及び内容
	な　　し

	物件所有者の

氏名
	収用　二郎

	数量
	135.91㎡ 
	110.00ｍ 
	１か所 
	１か所 
	１か所 
	1.28㎡ 
	１か所 
	１か所 
	１か所 
	41.58㎡ 
	11.10ｍ 
	１か所 

	物件の種類
（大きさ含む）
	木造瓦葺２階建住宅
（耐用年数48年）
	格子フェンス
ｱﾙﾐH80cm・ﾌﾞﾛｯｸ積
厚100・２段積
	ｱﾙﾐ伸縮門扉（片引）
W306cm・H115cm ﾉﾝﾚｰﾙ
	ﾎﾟｽﾄ
W56cm・H147cm
	アルミ形材両開門扉
W140cm・120cm
	舗床
土間ｺﾝｸﾘｰﾄ叩き厚6cm
無筋・ﾓﾙﾀﾙ塗
	ｱﾙﾐ伸縮門扉（片引）
厚6cm・無筋
磁器質ﾀｲﾙ張り
	洗い場（既製品）
48×40cm
	ｶｰﾎﾟｰﾄ
片持支柱 420×250cm
	舗床
土間ｺﾝｸﾘｰﾄ叩き厚6cm
無筋・ﾓﾙﾀﾙ塗
	格子フェンス
ｱﾙﾐH80cm・ﾌﾞﾛｯｸ積
厚100・２段積
	組立物置
W100×D50×H150cm

	物件の
番　号
	Ａ
	①
	②
	③
	④
	⑤
	⑥
	⑦
	⑧
	⑨
	⑩
	⑪

	地番
	１番

	土地の

所在
	収用市
咲洲一丁目


	建物概要表
	備考
	　
	
	工作物リスト
	備考
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	　
	　
	　
	　
	

	
	面積
	83.91㎡
	
	
	単位
	m
	か所
	か所
	か所
	㎡
	か所
	か所
	か所
	㎡
	m
	か所
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	数量
	11.00
	 1.00
	 1.00
	 1.00
	 1.28
	 1.00
	 1.00
	 1.00
	41.58
	11.00
	 1.00
	
	
	
	
	
	縮尺　

	
	用　途
	住宅
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	構　　造
	ｱﾙﾐH80cm　ﾌﾞﾛｯｸ積
厚100・２段積
	W306cm・H115cm
ﾉﾝﾚｰﾙ
	W56cm・H147cm
	W140cm・120cm
	土間ｺﾝｸﾘｰﾄ叩き
厚6cm無筋・ﾓﾙﾀﾙ塗
	厚6cm・無筋
磁器質ﾀｲﾙ張り
	48×40cm
	片持支柱
420×250cm
	土間ｺﾝｸﾘｰﾄ叩き厚6cm
無筋・ﾓﾙﾀﾙ塗
	ｱﾙﾐH80cm　ﾌﾞﾛｯｸ積
厚100・２段積
	W100×D50×H150cm
	
	
	
	占有者
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　
	
	

	
	構　　造
	木造瓦葺２階建
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	図番　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	名　　称
	格子フェンス
	ｱﾙﾐ伸縮門扉（片引）
	ﾎﾟｽﾄ
	アルミ形材両開門扉
	舗床
	ｱﾙﾐ伸縮門扉（片引）
	洗い場（既製品）
	ｶｰﾎﾟｰﾄ
	舗床
	格子フェンス
	組立物置
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	番号
	①
	②
	③
	④
	⑤
	⑥
	⑦
	⑧
	⑨
	⑩
	⑪
	
	事業名
	所在地
	所有者
	図名
	調査員


 




【様式３号】裁決申請書

備　考

⑴　法第３９条、第４０条、規則第１６条、規則様式第１０参照

⑵　部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　手数料納付の際、証紙を台紙に貼付して、大阪府収用委員会まで持参すること。

⑷　都市計画事業の場合は、「事業の認定」に代えて（　）内を記入すること。

⑸　申請期間（事業期間）を徒過していないか注意すること。
【様式４号】裁決申請書の添付書類

添　付　書　類
　１　事業計画書

　２　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番、地目及び面積

　３　土地の使用方法及び期間

　４　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

　５　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその
内訳

　６　権利を取得する時期

　７　土地収用法第３６条第１項の規定による土地調書の写し

　８　添付図面

⑴　起業地を表示する図面

　　⑵　事業計画を表示する図面
備　考

⑴　法第４０条、規則第１７条参照

⑵　部数は、正本１部+副本１部+収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計
⑶　土地の使用がない場合は、２を「収用しようとする土地の所在、地番、地目及び面積」に改め、「３土地の使用方法及び期間」を削除し、以下の項目を繰り上げること。

⑷　添付書類各項目の記載については、手続編Ⅶ「裁決申請書等の作成」の２⑻「書類の作成要領」（Ｐ104）以降を参考に作成し、参考資料を添付すること（Ｐ113参照）。
⑸　「土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所」については、起業者が過失がなくて知ることができない者があるときは、起業者に過失がないことを証明する書類を添付すること。

⑹　「損失補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにし、各人別に見積もること。また、法第８２条、第８３条及び第８６条の規定による補償については、金銭に換算した額で記載すること。
【様式５号】裁決申請請求書

備　考

⑴　法第３９条第２項、規則第１５条の２、様式第９の２参照

⑵　「土地の所在、地番及び地目」においては、登記簿の表示を記載し、起業者が、①法第５条に掲げる権利を収用し、又は使用しようとするときは、当該権利の存する土地の所在、地番及び地目とともに権利の種類を、②第６条の規定により土地に定着する物件を収用し、又は使用しようとするときは、当該物件の存する土地の所在、地番及び地目とともに物件の種類を、③第７条の規定により土地に属する土石砂れきを収用しようとするときは、当該土石砂れきの属する土地の所在、地番及び地目とともに土石砂れきの種類を記載することとし、項目名を「土地の所在、地番及び地目等」と記載すること。

⑶　請求者は、自己が法第３９条第２項に規定する土地所有者又は関係人であることを証する書面（土地の全部事項証明書、契約書の写し等）を添付する必要がある。

⑷　申請期間（事業期間）を徒過していないか注意すること。

【様式６号】裁決申請の特例（省略申請）

備　考

⑴　法第３９条、第４０条、第４４条第１項、規則第１６条、規則様式第１０参照

⑵　部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　都市計画事業の場合は、「事業の認定」に代えて（　）内を記入すること。
⑷　申請期間（事業期間）を徒過していないか注意すること。
【様式７号】省略申請の添付書類
　
備　考

⑴　法第４０条、第４４条第１項、規則第１７条参照

⑵　添付書類の部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　土地の使用がない場合は、２を「収用しようとする土地の所在、地番、地目及び面積」に改め、「３土地の使用方法及び期間」を削除し、以下の項目を繰り上げること。

⑷　添付書類各項目の記載については、手続編Ⅶ「裁決申請書等の作成」の２⑻「書類の作成要領」（Ｐ104）以降を参考に作成し、参考資料を添付すること（Ｐ113参照）。
⑸　登記簿に現れた土地所有者及び関係人の氏名及び住所を記載するときは、４を「登記簿に現れた土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所」とすること。
【様式８号】添付書類の補充

備　考

⑴　法第４４条、規則第１７条の２参照
⑵　添付書類の部数は、正本１部+副本１部+収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　都市計画事業の場合は、「事業の認定」に代えて（　）内を記入すること。
【様式９号】補充申請の添付書類

備　考

⑴　法第４０条、第４４条、規則第１７条、第１７条の２参照

⑵　添付書類の部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　土地の使用がない場合は、「２土地の使用方法及び期間」を削除し、以下の項目を繰り上げること。

⑷　添付書類各項目の記載については、手続編Ⅶ「裁決申請書等の作成」の２⑻「書類の作成要領」（Ｐ104）以降を参考に作成し、参考資料を添付すること（Ｐ113参照）。

⑸　「３土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所」については、起業者が過失がなくて知ることができない者があるときは、起業者に過失がないことを証明する書類を添付すること。

⑹　「損失補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにし、各人別に見積もること。また、法第８２条、第８３条及び第８６条の規定による補償については、金銭に換算した額で記載すること。
【様式10号】明渡裁決申立書

備　考

⑴　法第４７条の２第３項、規則第１７条の７、規則様式第１０の３参照

⑵　明渡裁決申立書の部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所在する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　都市計画事業の場合は「事業の種類」を「事業の種類及び名称」と表示し、事業の種類及び名称を記載する。

⑷　起業者が法第５条に掲げる権利、法第６条に掲げる物件又は法第７条の規定により土地に属する土石砂れきを収用し、又は使用しようとする場合の「土地の所在、地番及び地目」の表示方法については、様式５号の備考⑵参照

⑸　起業者以外の者が明渡裁決の申立てをしようとするときは、当該申立てに係る土地等について自己が土地所有者又は関係人であることを証する書面（裁決申請請求書の備考⑶参照）を添付しなければならない。

【様式11号】明渡裁決の申立て（起業者への通知）


備　考

⑴　法第４７条の２、第４７条の３、令第１条の１０参照

【様式12号】明渡裁決の申立てに伴う書類の提出


備　考

⑴　法第４７条の３参照

【様式13号】明渡裁決の申立てに伴う書類


添　付　書　類
　１　土地の所在、地番、地目及び面積

　２　土地にある物件の種類及び数量

　３　土地所有者及び関係人の氏名及び住所

　４　土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償を除くその他の損失補償の見積り及びその内訳

　５　土地の引渡し及び物件の移転の期限

　６　土地収用法第３６条第１項の規定による物件調書の写し

備　考

⑴　法第４７条の３、規則第１７条の６参照

⑵　部数は、正本１部＋副本１部＋収用し、又は使用しようとする土地の所存する市町村の数に、収用委員会が別途指示する数の写しの合計

⑶　添付書類各項目の記載については、手続編Ⅶ「裁決申請書等の作成」の３⑺「書類の作成要領」（Ｐ118）以降を参考に作成し、参考資料を添付すること（Ｐ122参照）。

【様式14号】書類の補正命令

備　考

⑴　法第１９条第１項、第４１条、第４７条の３第５項参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式15号】裁決申請書等の却下

備　考

⑴　法第１９条第２項、第４１条参照、第４７条の３第５項

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。
	【様式16号】裁決申請等の写しの送付文（市あて）

収第○○○○号
令和○年○月○日
  　○○市長　○○　○○　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○

裁決申請書等（及び明渡裁決の申立てに係る書類）の写しの送付

及び公告・縦覧について

  起業者○○から、土地収用法（以下「法」という。）第３９条第１項の規定による裁決の申請（及び第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立て）があったので、法第４２条第１項（及び第４７条の４第１項）の規定により、裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しを送付します。

  貴職においては、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、上記書類を受け取った後は、裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）があった旨及び（並びに）下記事項を直ちに公告するとともに、公告の日の翌日から起算して２週間、上記の書類を公衆の縦覧に供することとされています。
なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が休日に当たるときは、その翌日まで縦覧することとなります。）。

　また、法第４２条第３項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項）の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。

つきましては、公告をしたときは、遅滞なく、公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただくようお願いします。

なお、縦覧に当たっては、法第４３条第１項及び第２項（並びに第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項）の規定により、土地所有者、関係人及び損失補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、当収用委員会に意見書を提出することができることとなっていますので、貴市関係者に周知徹底をお願いします。

  　　　　　　　　　　　　　　　　記

  １　事業名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

  ２　起業者　　○○

  ３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目

所　　　在

地　　番

地　　目

○○市○○町○丁目

○○番○

○○




備　考

⑴　法第４２条、第４３条、第４７条の４参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

　　

【様式17号】裁決申請の公告文

備　考

⑴　法第４２条第２項、第４７条の４第２項、第４３条参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載すること。

⑶　別途有する様式を使用して差し支えない。
⑷ （※）押印の要否については各市町村の定めるところによる。
【様式18号】裁決申請の公告の報告
	　　　
　文　書　番　号
令和○年○月○日
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
  大阪府収用委員会

  　会長　○○　○○様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　　　
裁決申請（及び明渡裁決の申立て）に係る公告について（報告）

令和○年○月○日付け収第○○○○号で通知のあった件につき、土地収用法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により公告したので、同法第４２条第３項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項）の規定により報告します。

記

  １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

  ２　起業者　○○

  ３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目
所　　在

地　　番

地　　目

○○市○○町○丁目

○○番○

宅　地

  ４　公告の日　　令和○年○月○日

  ５　公告文　　　別紙のとおり


備　考

⑴　法第４２条、第４７条の４参照

⑵　明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式19号】裁決申請等の通知文（土地所有者及び関係人あて）

備　考

⑴　法第３９条、第４２条、第４３条、第４７条の４参照

⑵　明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式20号】裁決申請等の通知文（準関係人あて）


備　考

⑴　法第３９条、第４３条、第４７条の４参照

⑵　明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。
【様式21号】裁決申請等の通知文に同封する案内文

【様式22号】省略申請の通知文（市あて）

備　考

　⑴　法第３９条、第４４条、第４５条参照
【様式23号】省略申請の公告文

備　考

⑴　法４５条参照
⑵ （※）押印の要否については各市町村の定めるところによる。
【様式24号】省略申請の公告の報告

備　考
⑴　法第４５条、第４２条参照

【様式25号】省略申請の通知文（権利者あて）

備　考

⑴　法第３９条、第４４条、第４５条参照
【様式26-1号】補充申請等の写しの送付文（市あて）
	収第○○○○号
令和○年○月○日
  　○○市長　○○　○○　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○

　裁決申請書等（及び明渡裁決の申立てに係る書類）の写しの送付

及び公告・縦覧について

　標記について、令和○年○月○日付け収第○○○○号により、添付書類の一部を省略して裁決の申請があった旨通知しましたが、起業者○○より土地収用法（以下「法」という。）第４４条第２項の規定による裁決申請書の添付書類中省略された部分の補充があったので、同項の規定により適用される法第４２条第１項の規定により、裁決申請書及びその添付書類の写しを送付します。

（また、同時に起業者○○から法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあったので、法第４７条の４第１項の規定により明渡裁決の申立てに係る書類の写しを併せて送付します。）

　貴職においては、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、上記書類を受け取った後は、裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）があった旨及び（並びに）下記事項を直ちに公告するとともに、公告の日の翌日から起算して２週間、上記の書類を公衆の縦覧に供することとされています。なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が土曜日又は休日に当たるときは、その翌日まで縦覧することとなります。）。

　また、法第４２条第３項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項）の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。

つきましては、公告をしたときは、遅滞なく、公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただくようお願いします。

なお、縦覧に当たっては、法第４３条第１項及び第２項（並びに第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項）の規定により、土地所有者、関係人及び損失補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、当収用委員会に意見書を提出することができることとなっていますので、貴市関係者に周知徹底をお願いします。

記

  １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

  ２　起業者　○○

  ３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目

所　　　在

地　　番

地　　目

○○市○○町○丁目

○○番○

宅　地




備　考

　⑴　法第４２条、第４３条、第４７条の４参照

　⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請書の添付書類の補充と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。
【様式26-2号】補充申請等の写しの送付文（市あて）

	収第○○○○号
令和○年○月○日
  　○○市長　○○　○○　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○

　裁決申請書等（及び明渡裁決の申立てに係る書類）の写しの送付

及び公告・縦覧について

　標記について、令和○年○月○日付け収第○○○○号により、添付書類の一部を省略して裁決の申請があった旨通知しましたが、起業者○○より土地収用法（以下「法」という。）第４４条第２項の規定による裁決申請書の添付書類中省略された部分の補充があったので、法第４２条第１項の規定により裁決申請書及びその添付書類の写しを送付します。

（また、同時に、土地所有者○○からあった法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てについて、起業者から法第４７条の３第１項の規定によって同項による書類の提出があったので、法第４７条の４第１項の規定により明渡裁決の申立てに係る書類の写しを併せて送付します。）

　貴職においては、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、上記書類を受け取った後は、裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）があった旨及び（並びに）下記事項を直ちに公告するとともに、公告の日の翌日から起算して２週間、上記の書類を公衆の縦覧に供することとされています。なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が土曜日又は休日に当たるときは、その翌日まで縦覧することとなります。）。

　また、法第４２条第３項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項）の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。

つきましては、公告をしたときは、遅滞なく、公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただくようお願いします。

なお、縦覧に当たっては、法第４３条第１項及び第２項（並びに第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項）の規定により、土地所有者、関係人及び損失補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、当収用委員会に意見書を提出することができることとなっていますので、貴市関係者に周知徹底をお願いします。

記

  １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

  ２　起業者　○○

  ３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目

所　　　在

地　　番

地　　目

○○市○○町○丁目

○○番○

宅　地




備　考

　⑴　法第４２条、第４３条、第４７条の４参照

　⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請書の添付書類の補充と明渡裁決の申立てに係る書類が同時に行われた時のみ記載する。
【様式27号】補充申請の公告文

備　考

⑴　法第４２条第２項、第４７条の４第２項、第４３条参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載すること。

⑶　別途有する様式を使用して差し支えない。
⑷ （※）押印の要否については各市町村の定めるところによる。
【様式28号】補充申請の公告の報告

備　考

⑴　法第４２条、第４５条参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載すること。
【様式29-1号】補充申請の通知文

備　考

⑴　法第４４条、第４７条の２、第４７条の４参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式29-2号】補充申請の通知文

備　考

⑴　法第４４条、第４７条の２、第４７条の４参照
⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式29-3号】補充申請の通知文（既通知者以外）

備　考

⑴　法第４４条、第４７条の２、第４７条の４参照

⑵　（）内の明渡裁決の申立てに関する事項については、裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に行われた時のみ記載する。

【様式30号】明渡裁決の写しの送付文（市あて）

	収第○○○○号
令和○年○月○日

　　○○市長　○○　○○　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○

明渡裁決の申立てに係る書類の写しの送付及び公告・縦覧について

　起業者○○から、土地収用法（以下「法」という。）第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあったので、法第４７条の４第１項の規定により、別添明渡裁決の申立てに係る書類の写しを送付します。

　貴職においては、法第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項の規定により、上記書類を受け取った後は、明渡裁決の申立てがあった旨及び下記事項を直ちに公告するとともに、公告の日の翌日から起算して２週間、上記の書類を公衆の縦覧に供することとされています。なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が休日に当たるときは、その翌日まで縦覧することとなります。）。

　また、法第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。

つきましては、公告をしたときは、遅滞なく、公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただくようお願いします。

なお、縦覧に当たっては、法第４７条の４第２項において準用する法第４３条第１項及び第２項の規定により、土地所有者、関係人及び損失補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、当収用委員会に意見書を提出することができることとなっていますので、貴市関係者に周知徹底をお願いします。

記

  １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

  ２　起業者　○○○

  ３　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目

所　　　在

地　　番

地　　目

○○市○○○町○丁目

○○番○

宅　地




備　考

⑴　法第４２条、第４３条、第４７条の４参照
　

【様式31号】明渡裁決の公告文

備　考

⑴　法第４２条第２項、第４３条、第４７条の４第２項参照
⑵ （※）押印の要否については各市町村の定めるところによる。

【様式32号】明渡裁決の公告の報告

備　考

⑴　法第４２条、第４７条の４参照
【様式33-1号】明渡裁決の申立ての通知文（起業者からの申立て）


備　考

⑴　法第４３条、第４７条の２、第４７条の４参照

【様式33-2号】明渡裁決の申立ての通知文（権利者からの申立て）

備　考

⑴　法第４３条、第４７条の２、第４７条の３、第４７条の４参照

【様式34号】明渡裁決の申立ての通知文に同封する案内文

【様式35-1号】起業者の意見書

備　考

⑴　（例：……）については、内容を具体的に記入すること。

【様式35-2号】土地所有者からの意見書

備　考

　⑴　（※）代理人が意見書を作成する時のみ記入すること。
　⑵　（例：……）については、内容を具体的に記入すること。

【様式35-3号】関係人からの意見書

備　考

⑴ （※１）権利の種類を記載すること（例：土地賃借権者）
⑵ （※２）代理人が意見書を作成する時のみ記入すること。
⑶ （例：……）については、内容を具体的に記入すること。
【様式36号】補償金支払請求書

備　考

　⑴　法第４６条の２第１項及び第３項、規則第１７条の４、規則様式第１０の２参照

　⑵　起業者が、法第５条に掲げる権利を収用、使用しようとする場合、法第６条に掲げる物件を収用、使用しようとする場合又は第７条の規定により土地に属する土石砂れきを収用しようとする場合の「１土地の所在、地番及び地目」の記載方法については、様式５号の備考⑵参照

　⑶　請求者は、自己が法第４６条の２第１項に規定する土地所有者又は関係人であることを証する書面（土地の全部事項証明書、契約書の写し、土地所有者の証明書等）を添付すること。ただし、裁決申請の請求と同時に行う場合は、裁決申請請求書に添付したもので兼ねることができる。
【様式37号】見積補償金支払書

備　考

⑴　法第４６条の４第１項、法第９０条の２、規則第１７条の５参照

⑵　法第５条に掲げる権利、法第６条に掲げる物件又は法第７条の規定により土地に属する土石砂れきを収用、使用しようとする場合の「支払に係る土地の所在、地番及び地目」の記載方法については、様式５号の備考⑵参照

　⑶　「積算の基礎」については、単価、積算の対象となった地積、残地補償額等を明示して簡潔に分かりやすく書くこと。

　⑷　１から４までの事項が記載されていれば、起業者が別途有する様式を使用して差し支えない。

【様式38号】補償金支払報告書


備　考

⑴　補償金支払額の詳細については、補償項目ごとの内訳、物価の変動に応ずる修正率等を別紙に記載する。

⑵　添付書類については、補償金受取確認書など、支払請求者が補償金を受け取ったことを確認した書類を添付する。
【様式39号】裁決手続開始決定書
	大収○第○号
裁決手続開始決定書
　土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、下記について裁決手続の開始を決定する。

記

　

１　起業者の名称
　　 　　○○

　２　事業の種類
　　 　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線

　３　裁決手続の開始を決定する土地

　　 の所在、地番、地目及び地積等
４　土地所有者の氏名及び住所　　   別紙のとおり
　５　土地に関して権利を有する
　　 関係人の氏名、住所及び
　　 その権利の種類



備　考
⑴　法第４５条の２参照

	令和○年○月○日

大阪府収用委員会
会 長 委 員　  　○ ○　○ ○

委　   　員　  　○ ○　○ ○

委　　   員　  　○ ○　○ ○

委　　   員　  　○ ○　○ ○

委　　   員　  　○ ○　○ ○

委　　   員　  　○ ○　○ ○

委　　   員　  　○ ○　○ ○



	



【様式40号】裁決手続の開始決定の通知（起業者）


備　考

⑴　法第４５条の２、令第１条の９参照

⑵　〔　〕内については、起業者に代位登記（前提登記）（Ｐ29）を必要とする場合のみ記載

【様式41号】裁決手続の開始決定の通知（その他）


備　考

　⑴  法第４５条の２参照

⑵　〔 〕内については、起業者が代位登記（前提登記）（Ｐ29）をする場合のみ記載
⑶　（ ）内については、起業者が登記を行う内容に応じて記載
【様式42号】前提登記の完了報告

備　考

⑴　分筆のほか登記名義人表示変更などがあればその旨を記載すること。
⑵　添付資料として登記簿謄本の写しを添付すること。
【様式43号】登記完了証の送付

備　考

　⑴　法第４５条の２参照　
【様式44号】手続開始の登記の通知（差押）

備　考

⑴　法第４５条の２、令第１条の１４第１号参照

⑵　（）内の記載は適宜変更する。

【様式45号】審理の開催通知



備　考

⑴　法第４６条参照
⑵　第２回審理については、日時の末尾に（２時間程度）等審理の目安時間を記載
⑶　〔　〕内については、第１回審理の通知時のみ記載
【様式46号】現地調査及び審理の通知文


備　考

⑴　法第４６条、第６５条第１項参照

【様式47号】委任状

備　考
　⑴　委任する内容については、必要に応じ変更すること。
【様式48号】傍聴人名簿

【様式49号】審理期日延期願

備　考

　⑴　法第４６条参照

　⑵　（理由例：……）については、理由を具体的に記入すること。

【様式50号】審理期日延期通知

備　考
⑴　法第４６条参照

【様式51号】審理再開願

備　考

⑴　法第４６条参照

⑵　（理由例：……）については、理由を具体的に記入すること。

【様式52-1号】審理の再開通知（起業者あて）

【様式52-2号】審理の再開通知（権利者あて）

【様式53号】鑑定に係る資料の提出

備　考

⑴　法第６５条第１項第１号参照

【様式54号】土地等の鑑定調査の通知

備　考

⑴法第６５条第１項参照

【様式55号】裁決書正本の送達

【様式56号】裁決書正本の写しの送付

【様式57号】公示送達

備　考

⑴　法第６６条第３項、令第５条参照

【様式58号】公示送達の掲示文

備　考

⑴　法第６６条第３項、令第５条参照

⑵　掲示のされている場所については、掲示場の所在地の住所又は例えば大阪府本庁舎前掲示場等具体の場所を示すこと

【様式59号】和解調書の作成申請（裁決申請）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書番号
令和○年○月○日

 　大阪府収用委員会　御中

 　　　　　　　　　　　　　　　　　起　業　者　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　土地所有者　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　関　係　人　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

和解調書の作成について（申請）

令和○年○月○日付け（文書番号）で土地収用法第３９条第１項の規定による裁決の申請をした、大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件について、当事者の間で下記のとおり和解が成立したので、和解調書の作成を申請します。

記 
１　和解が成立した土地の区域

　 　 土地の所在

	　　
	地 番
	地　　目
	面　　積
	和解が成立した

土地の実測面積
	

	
	
	公　簿
	現　況
	公　簿
	実　測
	
	

	
	
	
	
	　　㎡
	　　㎡
	　　　　　　　㎡
	

	２　損失の補償

 　　土地所有者　○○○○　に対し　土地に関する損失の補償　金　　　　　円

　　　　　　　　　　　 ただし、土地損失補償　　　　　　　　金　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　 残地補償　　　　　　　　　　金　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　

 　　関　係　人　○○○○　に対し　土地に関する損失の補償　金　　　　　円

 　　　　　　　　　　　ただし、権利消滅補償　　　  　　　　金　　　　　円　

 　　　　　　　

３　補償金の支払期限　　　　　　　　令和○年○月○日

４　権利取得の時期　　　　　　　　　令和○年○月○日


備　考

⑴　法第５０条第２項参照

⑵　和解が成立した土地が収用し、又は使用しようとする土地の一部についてであればその旨を「１和解が成立した土地の区域」の欄外に一部である旨明記すること。

⑶　その他（使用の方法、使用の期間、加算金、過怠金、代替地による補償など。）あれば記入すること。
⑷　明渡裁決事項についても同時に和解が成立した場合は、様式６０号の内容もあわせて記載する。

【様式60号】和解調書の作成申請（明渡裁決の申立て）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書番号
令和○年○月○日

 　大阪府収用委員会　御中

 　　　　　　　　　　　　　　起業者　　　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

 　　　　　　　　　　　　　　土地所有者　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

 　　　　　　　　　　　　　　関係人　　　　住所　　○○○○○○

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　

和解調書の作成について（申請）

令和○年○月○日付け第○○○号で土地収用法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てをした、大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件について、当事者の間で下記のとおり和解が成立したので、和解調書の作成を申請します。

記

 １　和解が成立した土地の区域

　　 土地の所在

	
	地　番
	地　　　目
	面　　　積
	和解が成立した

土地の実測面積
	

	
	
	公　簿
	現　況
	公　簿
	実　測
	
	

	
	
	
	
	　　㎡
	　　㎡
	　　　　　　　㎡
	

	２　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償以外の補償

 　　土地所有者　　○○○○　に対し　　なし
 　　 

 　　　　　　　

 　　関　係　人　　○○○○　に対し　　　　　　金　　　　　　円

 　　　　ただし、物件移転料　　　　　　　　　　金　　　　　　円

　　　　　　　　 その他通常受ける損失の補償　　金　　　　　　円

 　　　　　　　

 ３　補償金の支払期限　　　　　　　　令和○年○月○日

 ４　明渡しの期限　　　　　　　　　　令和○年○月○日

	


備　考

⑴　法第５０条第２項参照

⑵　和解が成立した土地が収用し、又は使用しようとする土地の一部についてであればその旨を「１　和解が成立した土地の区域」の欄外において明記すること。

⑶　その他（工事の代行など）があれば記入すること。
【様式61号】和解調書の作成通知


備　考
⑴　法第５０条参照
【様式62号】申請取下書

備　考

⑴　理由例については、理由を具体的に記入すること。

⑵　⑴について証する書面（売買契約書の写し、土地の全部事項証明書等）があれば添付すること。
【様式63号】補償裁決申請書

備　考

⑴　法第９１条、第９２条、第９３条、第９４条、規則様式第１２参照

⑵　裁決申請者が２人以上の場合は、連名で申請することができる。

⑶　「損失の事実」については、発生の場所、時期をあわせて記載すること。

⑷　「損失の補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにするものとし、法第９３条の規定によって工事を行うことを要求する場合は、その費用の見積りをあわせて記載すること。

⑸　「協議の経過」については、経過の説明の外に、協議が成立しない事情を明らかにすること。

【様式64号】協議の確認申請

備　考

⑴　法第１１６条、第１１７条、規則様式第１３参照

⑵　「対償」については、各人別にその内容、内訳及び支払いの方法、時期等を明確に記載すること。

⑶　協議が成立したことを証する書面（同意書等）を添付すること。

⑷　１及び３の記載例

　　１

	　
	所　在
	地　番
	地　　　目
	面　　　積
	協議が成立した

土地の実測面積
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	公　簿
	現　況
	公　簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	　　㎡
	　　㎡
	　　　　　　　㎡
	


　　３

	　
	所　在
	地　番
	取得し又は消滅させる

権利の種類及び内容
	 eq \o\ad(権利者の氏名,　　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	
	
	
	
	


【様式65号】協議の確認申請の写しの送付文（市あて）

備　考
　⑴　法第１１８条第１項から第４項まで参照
【様式66号】確認申請の公告の報告
	　　文　書　番　号
令和○年○月○日
  大阪府収用委員会

  　会長　○○　○○　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　

協議の確認の申請に係る公告について（報告）

令和○年○月○日付け収第○○○○号で通知のあった件につき、土地収用法第１１８条第２項の規定により公告したので、同条第３項の規定により報告します。

記

  １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線
  ２　起業者　○○

  ３　協議の確認の申請があった土地の所在、地番及び地目
所　　在

地　　番

地　　目

○○市○○町○丁目

○○番○

宅　地

  ４　公告の日　　令和○年○月○日

  ５　公告文　　　別紙のとおり


備　考

　⑴　法第１１８条参照
【様式67号】異議申出書

備　考

　⑴　（※）代理人が意見書を作成する時のみ記入すること。

　⑵　（例：……）については、内容を具体的に記入すること。
土　地　調　書





１　起業者の氏名及び住所


　　　氏　名　　　大　阪　府


　　　住　所　　　大阪市中央区大手前二丁目１番２２号





２　事業の種類


　　　府道収用線改築工事（大阪府収用市咲洲一丁目及び咲洲二丁目地内）





３　起業地


　　(1) 収用の部分


　　　　収用市咲洲一丁目及び咲洲二丁目地内


　　(2) 使用の部分


　　　　なし





４　事業の認定の告示の年月日


　　　平成28年４月１日





５　手続開始の告示の年月日


　　　平成28年１０月１日





６　土地所有者の氏名及び住所


　　　収用　太郎　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　（持分　２分の１）


　　　収用　花子　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　（持分　２分の１）


　　　　ただし、登記簿上の名義人


　　　　　収用　一郎　○○市○○町○丁目○番○号





７　関係人の氏名及び住所


　　　収用　二郎　　△△市△△町△丁目△番△号


　　　（土地賃借権者）





８　土地の所在


　　　別紙のとおり





　上記により、土地収用法第３６条第１項の規定によって土地調書を作成する。


　　


令和○○年○○月○○日





　　　　起業者　　　　　　　　大阪市中央区大手前二丁目１番２２号


　　　　　　　　　　　　　　　大　阪　府


　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　○○　○○


　　　　　　　　　　　　　　　　上記代理人　大阪府○○部○○課


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　印





　　　　立会人　　　　　　　　土地所有者


　　　　　　　　　　　　　　　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　太郎　　印





　　　　　　　　　　　　　　　土地所有者


　　　　　　　　　　　　　　　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　花子　　印





　　　　　　　　　　　　　　　関　係　人


　　　　　　　　　　　　　△△市△△町△丁目△番△号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　二郎　　印





　　　関係人収用次郎が立会いせず、署名押印しなかったので、土地収用法第３６条


第４項の規定により、立会いの上、署名押印する。


　　　　　　　　　立会人　収用市長　○○　○○


　　　　　　　　　上記代理人　収用市○○部○○課　　　　○○　○○　　印





実測平面図（Ｓ＝１／○○）





物　件　調　書





１　起業者の氏名及び住所


　　　氏　名　　　大　阪　府


　　　住　所　　　大阪市中央区大手前二丁目１番２２号





２　事業の種類


　　　府道収用線改築工事（大阪府収用市咲洲一丁目及び咲洲二丁目地内）





３　起業地


　　(1) 収用の部分


　　　　収用市咲洲一丁目及び咲洲二丁目地内


　(2) 使用の部分


　　　　なし





４　事業の認定の告示の年月日


　　　平成28年４月１日





５　手続開始の告示の年月日


　　　平成28年１０月１日





６　土地所有者の氏名及び住所


　　　収用　太郎　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　（持分　２分の１）


　　　収用　花子　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　（持分　２分の１）


　　　　ただし、登記簿上の名義人


　　　　　収用　一郎　○○市○○町○丁目○番○号





７　関係人の氏名及び住所


　　　収用　二郎　　△△市△△町△丁目△番△号


　　　（土地賃借権者兼物件所有者）








８　物件がある土地の所在


　　　別紙のとおり





　上記により、土地収用法第３６条第１項の規定によって物件調書を作成する。


　　令和○年○月○日





　　　　起業者　　　　　　　　大阪市中央区大手前二丁目１番２２号


　　　　　　　　　　　　　　　大　阪　府


　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　○○　○○


　　　　　　　　　　　　　　　　上記代理人　大阪府○○部○○課


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　印





　　　　立会人　　　　　　　　土地所有者


　　　　　　　　　　　　　　　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　太郎　　印





　　　　　　　　　　　　　　　土地所有者


　　　　　　　　　　　　　　　　○○市○○町○丁目○番○号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　花子　　印





　　　　　　　　　　　　　　　関　係　人


　　　　　　　　　　　　　△△市△△町△丁目△番△号


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収用　二郎　　印





　　　関係人収用次郎が立会いせず、署名押印しなかったので、土地収用法第


３６条第４項の規定により、立会いの上、署名押印する。


　　　立会人　収用市長　○○　○○


　　　上記代理人　収用市○○部○○課　　　　　　○○　○○　　印





物件配置図








文　書　番　号


令和○年○月○日








 　大阪府収用委員会　御中








 　　　　　　　　　　　　 　　　　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　氏名又は名称　　○○○　　














裁　決　申　請　書








　平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示があった○○○事業について、土地収用法第３９条第１項の規定により、裁決を申請します。














.
































令和○年○月○日








裁 決 申 請 請 求 書





起業者○○様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求人　　住所　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　








 　　 


土地収用法第３９条第２項の規定によって、下記により、裁決申請を請求します。





記





 １　土地の所在、地番及び地目





 ２　権利の種類及び内容

















文　書　番　号


令和○年○月○日








 　大阪府収用委員会　御中








　　　　　　　　　　　　　　　 　　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　氏名又は名称　　○○○　　














裁　決　申　請　書








　平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示のあった、○○○事業について、土地収用法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により添付書類の一部を省略して、裁決を申請します。











添　付　書　類





１　事業計画書





２　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目





３　土地の使用方法及び期間





４　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所





５　権利を取得し、又は消滅させる時期





６　土地収用法第３６条第１項の規定による土地調書の写し





７　添付図面


　(1) 起業地の位置を表示する図面


　(2) 起業地及び事業計画を表示する図面


　(3) 横断図








　　　　　


文　書　番　号


令和○年○月○日








 　大阪府収用委員会　御中











 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　








裁決申請書の添付書類の補充について（通知）











平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示のあった○○○事業について、令和○年○月○日付け（文書番号）をもって、土地収用法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により、添付書類の一部を省略して裁決申請しましたが、同法第４４条第２項の規定により、裁決申請書の添付書類中省略された部分を、次のとおり補充します。








添　付　書　類





１　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番、地目及び面積








　２　土地の使用方法及び期間








　３　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所








　４　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその内訳








　５　権利を取得する時期








　６　土地収用法第３６条第１項の規定による土地調書の写し

















　　　　　文　書　番　号


令和○年○月○日








　大阪府収用委員会　御中








 　　　　　　　　　　　　　　 　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　 （申立人）  氏名又は名称　　○○○　　　





明　渡　裁　決　申　立　書








　下記により、土地収用法第４７条の２第３項に規定する明渡裁決の申立てをします。








記








 　１　起業者の名称


 　２　事業の種類


 　３　土地の所在、地番及び地目


 　４　権利取得裁決の有無及び既にされているときは、その年月日








収第○○○○号


令和○年○月○日





　  起業者○○　様





大阪府収用委員会


  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○　











明渡裁決の申立てについて（通知）








　土地所有者○○から、下記の土地について土地収用法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあったので、土地収用法施行令第１条の１０の規定により通知します。


　つきましては、土地収用法第４７条の３第１項の規定により、同項に掲げる書類を提出してください。











記





１　事件番号　　　大収○第○号





２　事業名　　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


　　　　　　　　　　


３　起業者　　　○○





４　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目


所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
























文　書　番　号


令和○年○月○日





　  大阪府収用委員会　御中





起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  氏名又は名称　　○○○　　　











明渡裁決の申立てに伴う書類の提出ついて





　令和○年○月○日付け収第○○○○で通知があった土地所有者○○からの令和○年○月○日付け明渡裁決の申立てについて、下記により、土地収用法第４７条の３第１項の規定により、同項による書類を提出します。











記





１　事件番号　　　大収○第○号





２　事業名　　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


　　　　　　　　　　


３　起業者　　　○○





４　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目


所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
























　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日








 　起業者　○○○　様








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　○○　○○








裁決申請書等（及び明渡申立てに係る書類）の補正について











令和○年○月○日付け（文書番号）に係る裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）について、土地収用法第４０条（及び第４７条の３）の規定に違反するため、同法第４１条（及び第４７条の３第５項）において準用する第１９条第１項の規定により、令和○年○月○日までに補正してください。
























































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　収第○○○○号


令和○年○月○日








 　起業者　○○○　様








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　○○　○○








裁決申請書等（及び明渡申立てに係る書類）の却下について








標記については、先に令和○年○月○日付け収第○○○○号により、裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の補正を命じましたが、令和○年○月○日までに補正しないため、土地収用法第４１条（及び第４７条の３第５項）において準用する第１９条第２項の規定により、却下します。















































 　告示第○○○号





大阪府収用委員会から、土地収用法第４２条第１項（及び第４７条の４第１項）の規定により、裁決申請書及びその添付書類の写し（並びに明渡裁決の申立てに係る書類の写し）の送付があったので、同法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、公衆の縦覧に供するため次のとおり公告する。


なお、土地所有者、関係人及び損失の補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、縦覧期間中に土地収用法第４３条第１項及び第２項（並びに第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項）の規定により、大阪府収用委員会に意見書を提出することができます。





 　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　（※）





 　１　事　業　名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 　２　起　業　者　○○


 　３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目


�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 　４　縦覧場所　　○○市○○部○○課


 　５　縦覧期間　　公告の日から令和○年○月○日まで








収第○○○○号　


令和○年○月○日　


 　　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長 　○○　○○


　


裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）について（通知）





　起業者○○から、下記の土地について、土地収用法第３９条第１項の規定による裁決の申請（及び第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立て）があったので、同法第４２条第１項（及び第４７条の４第１項）の規定により通知します。


　また、裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しは、土地収用法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記





 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�












収第○○○○号　


令和○年○月○日　


 


　　○○　○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長 　○○　○○





裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）について（通知）





　起業者○○から、下記の土地について、土地収用法（以下「法」という。）第３９条第１項の規定による裁決の申請（及び第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立て）がありました。


　損失の補償の決定により権利を害されるおそれのある者（準関係人）は、審理において口頭で意見を述べることはできませんが、法第４３条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４３条第２項）の規定により、審理が終わるまでの期間、当収用委員会へ損失の補償に関する事項について意見書を提出することができます。


　裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しは、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間公衆の縦覧に供されますので、閲覧のうえ、御意見があれば、当収用委員会の審理が終わるまでの期間内に意見書を提出してください。





記


 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�












事件番号　　大収○○号第○号（の１）





事　業　名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線





裁決申請書（及び明渡裁決の申立て）に係る書類の縦覧は、





○ ○ 市役所


○ ○部 ○ ○課


℡（○○○）○○○－○○○�
�
において、� eq \o\ad(令和○年○月○日,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�から２週間、行われる予定です。


　なお、収用手続や補償の問題等について、お尋ねになりたい点がありましたら、下記までお問合せください。





　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会事務局


　　　　　　　　　　　　　　　場所　〒559-8555


大阪市住之江区南港北一丁目１４－１６


 　　　　　　　　　　　　　　   　　大阪府咲洲庁舎２９階


　　　　　　　　　　　　　　　電話　０６－６２１０－９９３５（直通）


　　　　　　　　　　　　　　　担当　○○、○○














収第○○○○号


令和○年○月○日


 　　○○市長　　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





裁決の申請の通知及び公告について





　起業者○○から、土地収用法（以下「法」という。）第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により添付書類の一部を省略して裁決の申請があったので、法第４５条第１項の規定により通知します。


  貴職においては、法第４５条第２項の規定により、上記書類を受け取った後は、直ちに、下記土地について裁決の申請があった旨を２週間公告することとされています。


なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により、民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が休日に当たるときは、その翌日まで公告することとなります。）。


  また、法第４５条第３項において準用する第４２条第３項の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。


つきましては、公告をしたときは、遅滞なく、公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただくようお願いします。





記





 １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ２　起業者　○○


 ３　裁決申請があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�









 　告示第○○○号





　大阪府収用委員会から、土地収用法第４５条第１項の規定により、下記の土地について起業者○○から同法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により添付書類の一部を省略して裁決の申請があった旨の通知を受けたので、同法第４５条第２項の規定により公告する。





 　令和○年○月○日





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　（※）





 　１　事　業　名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 　２　起　業　者　　○○


 　３　裁決申請があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 　４　公告期間　　公告の日から令和○年○月○日まで








文書番号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会


 　　会長　○○　○○様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　





裁決申請にかかる公告について（報告）





　令和○年○月○日付け収第○○○○号で通知のあった件につき、土地収用法第４５条第２項の規定により公告したので、同条第３項において準用する第４２条第３項の規定により報告します。





記





 １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ２　起業者　○○


 ３　裁決申請があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 ４　公告の日　　令和○年○月○日


 ５　公告文　　　別紙のとおり














 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





裁決の申請について（通知）





　起業者○○から、下記の土地について、土地収用法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により、添付書類の一部を省略して裁決の申請があったので、同法第４５条第１項の規定により通知します。


　なお、裁決申請書は、省略された添付書類の補充があったときに縦覧に供されますので、そのときはあらためて通知します。





記





 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○○


 ４　裁決申請があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�









 　告示第○○○号





　大阪府収用委員会から、土地収用法第４２条第１項（及び第４７条の４第１項）の規定により、裁決申請書及びその添付書類の写し（並びに明渡裁決の申立てに係る書類の写し）の送付があったので、同法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、公衆の縦覧に供するため次のとおり公告する。


　なお、土地所有者、関係人及び損失の補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、縦覧期間中に土地収用法第４３条第１項及び第２項（又は第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項）の規定により、大阪府収用委員会に意見書を提出することができます。





 　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　（※）





 　１　事　業　名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 　２　起　業　者　　○○


 　３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 　４　縦覧場所　　○○市○○部○○課


 　５　縦覧期間　　公告の日から令和○年○月○日まで














文　書　番　号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会


 　　会長　○○　○○様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　　





裁決申請（及び明渡裁決の申立て）に係る公告について（報告）





令和○年○月○日付け収第○○○○号で通知のあった件につき、土地収用法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により公告したので、同法第４２条第３項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項）の規定により報告します。


記


 １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ２　起業者　○○


 ３　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 ４　公告の日　　令和○年○月○日


 ５　公告文　　　別紙のとおり











 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   収第○○○○号


令和○年○月○日


 　


○○　○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）について（通知）





標記について、令和○年○月○日付け収第○○○○号により、添付書類の一部を省略して裁決の申請があった旨通知しましたが、起業者○○が、土地収用法（以下「法」という。）第４４条第２項の規定により、裁決申請書の添付書類中省略した部分を補充しましたので、法第４２条第１項の規定により通知します。


（また、併せて、起業者から法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあったので法第４７条の４第１項の規定により通知します。）


裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しは、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記





 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�












 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





裁決の申請（及び明渡裁決の申立て）について（通知）





標記について、令和○年○月○日付け収第○○○○号により、添付書類の一部を省略して裁決の申請があった旨通知しましたが、起業者○○が、土地収用法（以下「法」という。）第４４条第２項の規定により、令和○年○月○日付けで裁決申請書の添付書類中省略した部分を補充しましたので、法第４２条第１項の規定により通知します。


（また、併せて、土地所有者○○からあった法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てについて、起業者○○から法第４７条の３第１項の規定によって同項による書類の提出があったので、法第４７条の４第１項の規定により通知します。）


裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しは、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記





 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�









 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





裁決の申請及び明渡裁決の申立てについて（通知）





起業者○○から、下記の土地について、令和○年○月○日付けで土地収用法（以下「法」という。）第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により添付書類の一部を省略して裁決の申請があり、令和○年○月○日付けで同条第２項の規定により裁決申請書の添付書類中省略した部分を補充しましたので、法第４２条第１項の規定により通知します。


（また、併せて、土地所有者○○からあった法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てについて、起業者○○から法第４７条の３第１項の規定によって同項による書類の提出があったので、法第４７条の４第１項の規定により通知します。）


裁決申請書及びその添付書類（並びに明渡裁決の申立てに係る書類）の写しは、法第４２条第２項（及び第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項）の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記





 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　裁決申請（及び明渡裁決の申立て）があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�









 　告示第○○○号





　大阪府収用委員会から、土地収用法第４７条の４第１項の規定により、明渡裁決の申立てに係る書類の写しの送付があったので、同条第２項において準用する第４２条第２項の規定により、公衆の縦覧に供するため次のとおり公告する。


　なお、土地所有者、関係人及び損失の補償の決定によって権利を害されるおそれのある者は、縦覧期間中に土地収用法第４７条の４第２項において準用する第４３条第１項及び第２項の規定により、大阪府収用委員会に意見書を提出することができます。





 　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　(※)





 　１　事　業　名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 　２　起　業　者　○○


 　３　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在


�
地　　番


�
地　　目


�
�
�
�
○○市○○町○丁目


�
○○番○


�
宅　地


�
�
�



 　４　縦覧場所　　○○市○○部○○総務課


 　５　縦覧期間　　公告の日から令和○年○月○日まで














文　書　番　号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会


 　　会長　○○　○○様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○　





明渡裁決の申立てに係る公告について（報告）





令和○年○月○日付け収第○○○○号で通知のあった件につき、土地収用法第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項の規定により公告したので、同法第４７条の４第２項において準用する第４２条第３項の規定により報告します。





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　記





 １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ２　起業者　○○


 ３　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　在�
地　　番�
地　　目�
�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�
�



 ４　公告の日　　令和○年○月○日


 ５　公告文　　　別紙のとおり














 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





明渡裁決の申立てについて（通知）





　起業者○○から、下記の土地について、土地収用法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあったので、同法第４７条の４第１項の規定により通知します。


　また、明渡裁決の申立てに係る書類の写しは、土地収用法第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記


 


 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�


















 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





明渡裁決の申立てについて（通知）





　土地所有者○○から、下記の土地について、土地収用法第４７条の２第３項の規定による明渡裁決の申立てがあり、起業者○○から、同法第４７条の３第１項の規定により、同項の書類の提出があったので、同法第４７条の４第１項の規定により通知します。


　また、明渡裁決の申立てに係る書類の写しは、土地収用法第４７条の４第２項において準用する第４２条第２項の規定により、○○市役所において、○○市長が公告する日から２週間、公衆の縦覧に供されます。


なお、縦覧に供される書類はこの通知に同封しておりますので、御確認の上、縦覧期間内に御意見を記載した意見書を、当収用委員会に提出してください。





記


 


 １　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　明渡裁決の申立てがあった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�















事件番号　　大収○号第○号





事　業　名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線





明渡裁決の申立てに係る書類の縦覧は、





○ ○ 市役所


○ ○部 ○ ○課


℡（○○○）○○○－○○○○�
�



において、� eq \o\ad(令和○年○月○日,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�から２週間�行われる予定です。


　なお、収用手続や補償の問題等について、お尋ねになりたい点がありましたら、下記までお問合せください。





　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会事務局


　　　　　　　　　　　　　　　場所　〒559-8555


大阪市住之江区南港北一丁目１４－１６�


 　　　　　　　　　　　　　　　　   大阪府咲洲庁舎２９階


　　　　　　　　　　　　　　　電話　０６－６２１０－９９３５（直通）　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　担当　○○、○○





文書番号令和○年○月○日





　　大阪府収用委員会 御中





 　　　　　　　　　　　　　　　　　  起業者 住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　











意　　見　　書








　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件（大収○第○号）に関して、次のとおり意見を述べます。





記





 １　（例：土地に関する損失の補償）について


 　　　………………………





 ２　（例：明渡しに関する損失の補償）について


 　　　…………………………




















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日 





 　大阪府収用委員会　御中


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地所有者　○○　○○　  　　 





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （上記代理人　○○　○○） (※) 











意　　見　　書








○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件（大収○第○号）に関して、次のとおり意見を述べます。





記





 １　（例：土地に関する損失の補償）について


 　　　………………………





 ２　（例：明渡しに関する損失の補償）について


 　　…………………………











 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日 





 　大阪府収用委員会　御中








関　係　人　○○　○○　 


（○○権者）　　　　　　　(※１)


（上記代理人　○○　○○）(※２)





意　　見　　書








○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件（大収○第○号）に関して、次のとおり意見を述べます。





記





 １　（例：本件裁決申請の経緯）について


 　　　………………………





 ２　（例：○○権消滅補償）について


 　　…………………………











令和○年○月○日　





補 償 金 支 払 請 求 書





起業者○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求人　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○ ○○　　





 　　 





土地収用法第４６条の２第１項の規定によって、下記により、補償金の支払を請求します。








記





 　１　土地の所在、地番及び地目





 　２　権利の種類及び内容




















文　書　番　号


令和○年○月○日





見 積 補 償 金 支 払 書








 土地所有者（関係人）○○　○○　様








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○ ○○　








令和○年○月○日付けで支払請求のあった補償金については、下記のとおり、土地収用法第４６条の４第１項の規定により、見積金を支払います。





  





記








 　１　支払に係る土地の所在、地番及び地目


 　２　支払に係る権利の種類及び内容


 　３　支払金額


 　４　積算の基礎




















文　書　番　号


令和○年○月○日





　大阪府収用委員会　御中





 　　　　　　　　　　　　　　 　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  氏名又は名称　　○○○　　








土地収用法第４６条の４の規定による補償金の支払について（報告）





　標記について、下記のとおり起業者見積りによる補償金の支払をしましたので、報告します。





記





 　１　事業名





 　２　土地の所在及び地番





 　３　請求者等


　　 ⑴　支払請求者


　　 ⑵　権利の種類


     ⑶  請求年月日





 　４　支払額等


　　 ⑴　支払額　金　　　　　円（詳細は別紙のとおり）


　 　⑵　支払年月日





　 ５　添付書類


　　　 








収第○○○○号


令和○年○月○日





　　 ○○市


 　　　○○市長　○○　○○様





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長 　○○　○○








裁決手続開始の決定について（通知）








　令和○年○月○日付け（文書番号）による裁決申請については、土地収用法第４５条の２の規定により、令和○年○月○日に裁決手続の開始を決定したので、土地収用法施行令第１条の９の規定により通知します。


また、別添裁決手続開始決定書の正本に基づいて、必要な前提登記（代位登記）を


行い、土地の全部事項証明書を添えて報告してください。


なお、前提登記（代位登記）ができない場合は、その理由とあわせてその旨報告し


てください。

















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日








 　　○○ ○○　様








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　 ○○　○○





裁決手続開始の決定について（通知）





起業者からの令和○年○月○日付け○○第○○○号による裁決申請については、土地収用法第４５条の２の規定により、令和○年○月○日に裁決手続開始を決定したので通知します。


　なお、この決定は、土地に関する権利を有する者が譲渡等の法律上の処分をすることを制限し、裁決手続における権利者を固定する効果を発生させるものです。


  〔また、裁決申請があった土地について、（起業者は、この決定に基づき必要な部分を分筆する登記を行い、併せて）当委員会は裁決手続開始の登記を嘱託しますのでお知らせします。〕

















文　書　番　号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会


 　　会長　○○ ○○様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





裁決手続開始登記の前提登記について（報告）





○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件（大収○第○号）における下記の土地については、土地収用法第４５条の２の規定に基づく裁決手続開始登記の前提登記について、別添のとおり完了しましたので報告します。





記





土地の所在　○○市○○町○丁目


�
地　番�
地　　目�
面　積（㎡）�
登記名義人�
�
�
�
�
公　簿�
現　況�
公　簿�
実　測�
住　所�
氏　　名�
�
�
�
○番○�
宅　地�
宅　地�
30.30�
30.30�
○○市○○町


○丁目○番○号�
○○ ○○�
�
�



（注） ○○市○○町○丁目○番○の土地は、同所旧○番○(公簿100 ㎡)から、令和○年○月○日付け裁決手続開始決定を原因として、令和○年○月○日付けで起業者により分筆されたものである。








収第○○○○号


令和○年○月○日





○○市


○○市長　○○ ○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





登記完了証について（送付）





下記の土地について、土地収用法第４５条の２の規定により裁決手続開始の登記をしたので、登記完了証を送付します。








記











土地の所在及び地番並びに土地所有者の氏名及び住所


所　　　在�
地　　番�
氏　　名�
住　　所�
�
○○市○○町○丁目�
○○�
○○　○○�
○○市○○町○丁目○番○号�
�












 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　� eq \o\ad(○○地方裁判所,　　　　　　　　　　　　　　　　)�　　御中


 　（○○税務署長　　　 様）


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　　○○　○○





裁決手続開始の登記について（通知）





　平成○年○月○日貴裁判所（職）が差押えの登記を嘱託した下記土地（下記土地に関する○○権）について、令和○年○月○日に土地収用法第４５条の２の規定による収用（又は使用）の裁決手続開始の登記がされたので、土地収用法施行令第１条の１４の規定により通知します。





記





 １　事業名　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ２　起業者　○○


 ３　裁決申請があった土地の所在、地番及び地目





�
所　　　　　　在


�
地　　　　番


�
地　　　　目


�
�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　　地�
�
（注）○○市○○町○丁目○○番○の土地は、同所旧○○番○から令和○年


○月○日の裁決手続開始決定を原因として起業者により分筆されたものである。








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　○○　○○　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○





第○回審理の開催について（通知）








 　下記のとおり審理を開催しますので、出席してください。





記





 　１　日　　時　　　令和○年○月○日（○）


午前（又は午後）○時から（２時間程度）





 　２　場　　所　　　大阪府咲洲庁舎２９階　大阪府収用委員会審理室


 　　　　　　　　　　住所：大阪市住之江区南港北１－１４－１６


　　　 　　　　　　　





 　３　審理事案　　　大収○第○号


○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


土地収用裁決申請事件








　　











※　審理に出席される際は、令和○年○月○日付け「裁決の申請及び明渡裁決の申立てについて」の通知に同封しました「裁決申請書及びその添付資料並びに明渡裁決の申立てに係る書類の写し」をお持ちください。





※　代理人を選任される場合は、別紙の委任状を提出してください。








担当　　大阪府収用委員会事務局　○○、○○


電話　　０６－６２１０－９９３５


FAX　　０６－６２１０－９９３６








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　　○○　○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 指名委員　○○　○○





現地調査及び第○回審理の開催について（通知）





　　下記１、２及び３�のとおり、土地収用法第６５条第１項第３号の規定に基づき現地調査を実施しますので、立会いをお願いします。


　また、第○回審理を下記１、２及び４�のとおり開催しますので、出席してください。





記





 １　� eq \o\ad(事件番号,　　　　　　　　　　)�　　大収○第○号





 ２　� eq \o\ad(事件名,　　　　　　　　　　)�　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


土地収用裁決申請事件


 ３　� eq \o\ad(現地調査,　　　　　　　　　　)�


 　　　� eq \o\ad(日時,　　　　　　　　)�　　令和○年○月○日（○）午前（又は午後）○時（現地）


 　　　調査土地　　○○市○○町○丁目○○番○





 ４　第○回審理


 　　　� eq \o\ad(日時,　　　　　　　　)�　　令和○年○月○日（○）午前（又は午後）○時から


 　　　� eq \o\ad(場所,　　　　　　　　)�　　大阪府咲洲庁舎（２９階）収用委員会審理室


 　　　　　　　　　大阪市住之江区南港北一丁目１４番１６号





担当　　大阪府収用委員会事務局　○○、○○


電話　　０６－６２１０－９９３５


FAX　　０６－６２１０－９９３６








� eq \o\ad(委任状,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�





 　　私は、下記事件につき


 　　　氏　名　　○○ ○○


 　　　住　所　　○○市○○町○丁目○番○号


 　　　　　　　　　　　（電話番号）000-000-0000


 　を代理人と定め、次の事項を委任します。





 　　⑴  裁決申請事件に係る意見書の提出、意見の陳述及び裁決書正本の受領


 　　⑵  和解、和解調書作成の申請、和解調書への署名・押印及び和解調書正本の受領


 　　⑶  審理その他下記事件に関する一切の事項


 　　⑷  復代理人の選任


記


 　１　� eq \o\ad(事件番号,　　　　　　　　　　　　　　)�　　大収○第○号


 　２　� eq \o\ad(事件名,　　　　　　　　　　　　　　)�　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


 　　　　　　　　　　　　土地収用裁決申請事件


 　３　対象土地の所在地  ○○市○○町○丁目○○番○





 　　　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　委任者　氏　名　○○　○○　　　　　　


　　　　　　　　　　　　 　住　所　○○市○○町○丁目○番○○号


 　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　000-000-0000


 　


大阪府収用委員会御中

















傍聴人名簿





� eq \o\ad(事件番号,　　　　　　　　　　　　)�　　大収○第○号


 　 � eq \o\ad(事件名,　　　　　　　　　　　　)�　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


 　　　　　　　     土地収用裁決申請事件（第○回審理）


 　 � eq \o\ad(審理期日,　　　　　　　　　　　　)�　　令和○年○月○日（○）





�
氏　　　　　　名�
� eq \o\ad(所属又は住所,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)��
�
�
�
○○ ○○�
○○市○○部○○課�
�
�
�
○○ ○○�
○○市○○町○丁目○番○○号�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�















文　書　番　号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会　御中





 　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　○○市○○町○丁目○番○号


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記代理人　○○　○○　　











審理期日の延期について（依頼）





　貴委員会において係属中の大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件については（理由例：土地所有者と解決に向けて任意交渉中）のため、しばらくの間、審理の期日を延期していただくようお願いします。


























 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　


○○　○○　　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○








審理期日の延期について（通知）








令和○年○月○日に予定していた下記事件の第○回審理については、起業者から○○○○を理由に、審理期日の延期の依頼がありましたので、当分の間、審理の期日を延期します。


なお、次回審理の期日については、起業者からの報告を待って通知します。








記








　事件番号　　大収○第○号


事 件 名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件




















文　書　番　号


令和○年○月○日





 　大阪府収用委員会　御中





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　○○市○○町○丁目○番○号


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市長　○○　○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記代理人　○○　○○　　








審理の再開について（依頼）








　貴委員会において係属中の大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線 に係る土地収用裁決申請事件については（理由例：土地所有者と協議が調った） ので、審理を再開していただくようお願いします。


























 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　　○○　○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○





審理の再開及び第○回審理の開催について（通知）





　　令和○年○月○日付け（文書番号）により審理再開の依頼があった下記事件について、審理を再開し、下記のとおり第○回審理を行いますので、出席してください。





記





　１　日　　時　　令和○年○月○日（○）午前（又は午後）○時から





　２　場　　所　　大阪府咲洲庁舎２９階　収用委員会審理室


　　　　　　　　　（住所：大阪市住之江区南港北一丁目１４番１６号）





　３　審理事案　　大収○第○号


○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


土地収用裁決申請事件


























 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　　○○　○○　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○





審理の再開及び第○回審理の開催について（通知）





　　起業者から令和○年○月○日付け（文書番号）により審理再開の依頼がありました。


つきましては、審理を再開し、下記のとおり第○回審理を行いますので、出席してください。








記





　１　日　　時　　令和○年○月○日（○）午前（又は午後）○時から





　２　場　　所　　大阪府咲洲庁舎２９階　収用委員会審理室


　　　　　　　　（住所：大阪市住之江区南港北一丁目１４番１６号）





　３　審理事案　　大収○第○号


○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


土地収用裁決申請事件




















 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○　○○　　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○





鑑定に係る資料の提出について（依頼）





大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件について、鑑定に当たって必要となりますので、土地収用法第６５条第１項第１号の規定に基づき、下記書類を提出してください。








.


記











� eq \o\ad(○○○,　　　　　　　　　　)�














 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日





 　　○○　○○　　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　指名委員　○○　○○








土地等の調査について（通知）








大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件のため、土地収用法第６５条１項第２号の規定に基づき、下記のとおり土地等の調査を実施しますので、お知らせします。








記











 １　日時　　令和○年○月○日（○）午前（又は午後）○時から


 ２　場所　　○○市○○町○丁目○○番○














収第○○○○号


令和○年○月○日





 　○○　○○　　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


会長　○○　○○





裁決書正本の送達について





令和○年○月○日に裁決された大収○第○号（○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線）土地収用裁決申請事件に係る裁決書正本を土地収用法第６６条第３項の規定により送達します。


なお、損失の補償についての不服に関しては、当事者訴訟によってのみ争うことができ、審査請求や裁決の取消訴訟によって争うことはできません。


損失の補償についての不服とは、①損失補償額に不服がある場合、②残地補償について不服がある場合、③借地権の存否や土地所有権の帰属に争いがあって、補償金等の帰属先に不服がある場合、④収用・使用地又は建物等土地に付着する物件の面積の算定に不服がある場合等をいいます。














収第○○○○号


令和○年○月○日





 　○○　○○　　様





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会事務局





裁決書正本の写しの送付について





令和○年○月○日に裁決された大収○第○号（○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線）土地収用裁決申請事件に係る裁決書正本の写しを送付します。


なお、損失の補償についての不服に関しては、当事者訴訟によってのみ争うことができ、審査請求や裁決の取消訴訟によって争うことはできません。


損失の補償についての不服とは、①損失補償額に不服がある場合、②残地補償について不服がある場合、③借地権の存否や土地所有権の帰属に争いがあって、補償金等の帰属先に不服がある場合、④収用・使用地又は建物等土地に付着する物件の面積の算定に不服がある場合等をいいます。














収第○○○○号　　








� eq \o\ad(公示送達,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�





 　○○○○○○（住所）　　○○　○○（名前）


 　（地権者が不明の場合である場合は、例えば、大阪府○○市○○町


○○丁目○○番○○の土地の所有者）








土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定により上記の者に送達すべき下記書類は、当収用委員会事務局（大阪市住之江区南港北一丁目１４番１６号　大阪府咲洲庁舎２９階）において保管してあるので、出頭の上その交付を受けてください。








記





 　令和○年○月○日付け権利取得裁決及び明渡裁決書


 　（注意）上記書類を受領しないときは、令和○年○月○日をもってその書類の送達があったものとみなされます。








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会　会長　○○　○○














� eq \o\ad(お知らせ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�





  　下記のとおり公示送達がありましたので、土地収用法施行令第５条第４項の規定により、お知らせします。





記





１　送達すべき書類の名称


 　　 大阪府収用委員会が令和○年○月○日付けでした裁決に係る


権利取得裁決及び明渡裁決書


  ２　送達を受けるべき者


    　○○○○○○（住所）　　○○　○○（名前）


 　 （地権者が不明の場合である場合は、例えば、大阪府○○市○○町


○○丁目○○番○○の土地の所有者）


  ３　公示送達に係る掲示及び掲載の事実


  　①　掲示のされている場所


  　　　（大阪府掲示場）


 　 ②　掲示を始めた年月日


 　 　　令和○年○月○日


 　 ③　掲載された（される）公報


 　 　　令和○年○月○日付けの大阪府公報第○○○号


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　○○市長　○○　○○














 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　　○○　○○　　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　長　○○　○○


                                               指名委員　○○　○○





第○回審理の開催及び和解調書の作成について（通知）





 　下記のとおり第○回審理を開催するとともに和解調書の作成を行いますので、出席してください。


記


１　事件番号　大収○第○号


２　事件名　　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る


土地収用裁決申請事件


３　第○回審理及び和解調書の作成


日　　時　（第○回審理）　 令和○年○月○日（○）午前○時○分から


（和解調書作成） 令和○年○月○日（○）午前○時○分から


場　　所　　大阪府咲洲庁舎（29階）大阪府収用委員会審理室


住所：大阪市住之江区南港北一丁目14番16号


※印鑑を持参してください。

















担当　大阪府収用委員会事務局　○○、○○


電話　０６－６２１０－９９３５


FAX　０６－６２１０－９９３６








文　書　番　号


令和○年○月○日





 　　大阪府収用委員会　御中





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　








裁決申請（及び明渡裁決の申立て）の取下げについて





貴委員会において係属中の大収○第○号○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る土地収用裁決申請事件については、〔理由例：権利者と任意契約を締結し、土地上の物件の移転が完了したことを確認した〕ので、裁決申請（及び明渡裁決の申立て）を取り下げます。














� eq \o\ad(裁決申請書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)�





 　　　　　　　　　　　　　　　　裁決申請者　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　


 　　　　　　　　　　　　　　　　相　手　方　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　





土地収用法第○○条の規定による損失の補償について同法第９４条第１項の規定による協議が成立しないので、下記により裁決を申請します。





記





 １　事業の種類


 ２　損失の事実


 ３　損失の補償の見積り及びその内訳


 ４　協議の経過





 　　　令和○年○月○日


 　　　　　　　　　　　　　　　　裁決申請者　住所　　○○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　


　


　大阪府収用委員会　御中














文　書　番　号


令和○年○月○日





確　認　申　請　書





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地所有者　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　関係人　　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　





　　平成○年○月○日に事業の認定（認可）の告示があった○○○事業について、協議が令和○年○月○日に成立したので、別紙同意書を添えて、下記により、確認を申請します。





記





 １　協議が成立した土地の所在、地番、地目及び面積


 ２　１の土地の土地所有者及び関係人の氏名及び住所


 ３　協議によって取得し、又は消滅させる権利の種類及び内容


 ４　権利を取得し、又は消滅させる時期及び土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限


 ５　対償





 　　令和○年○月○日





 　　　　　　　　　　　　　　　　　　起業者　　住所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　





　大阪府収用委員会　御中











　


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収第○○○○号


令和○年○月○日


 　○○市長 　様


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府収用委員会


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　○○　○○





協議の確認申請書の写しの送付について





起業者○○から、土地収用法（以下「法」という。）第１１６条第１項の規定による協議の確認の申請があったので、法第１１８条第１項の規定により、確認申請書類の写しを送付します。


貴職においては、法第１１８条第２項の規定により、上記書類を受け取った後は、確認の申請があった旨を直ちに公告するとともに、公告の日の翌日から起算して２週間、上記の書類を公衆の縦覧に供することとされています。


なお、期間の計算については、法第１３５条の規定により民法第１４０条及び第１４２条の規定が適用されます（期間の末日が休日に当たるときは、その翌日まで縦覧することとなります。）。


また、法第１１８条第３項の規定により、同条第２項の規定による公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならないとされています。


つきましては、公告をしたときは、遅滞なく公告文の写しを添えて、公告の日を当収用委員会に報告していただきますようお願いします。


なお、縦覧に当たっては、法第１１８条第４項の規定により利害関係人は当収用委員会に協議の成立及び内容について書面により異議を申し出ることができることとなっていますので、貴市関係者に周知徹底をお願いします。





記





１　事件番号　大収○第○号


 ２  事業名  　○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線


 ３　起業者　　○○


 ４　協議の確認の申請があった土地の所在、地番及び地目





所　　　　　　　在�
地　　　番�
地　　　目�
�
○○市○○町○丁目�
○○番○�
宅　地�
�









　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日 





 　大阪府収用委員会　御中


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上記代理人　○○　○○） (※) 








異 議 申 出　書








○○大阪都市計画道路事業○○○号○○線に係る協議の確認申請事件（大収○第○号）に関して、次のとおり異議を申し出ます。





記





 １　（例：協議が成立した土地の所有者）について


 　　………………………





 ２　（例：対償）について


 　　…………………………












